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⚫ 2026年の AI信頼性危機は国内問題ではなく、国際協力の再設計を迫る構造課題である。 

⚫ 日本が提示すべき五原則は、ASEAN・グローバルサウスの自律性と高い整合性を持つ。 

⚫ 日本は基盤モデル競争ではなく、制度・安全・文化適合性の領域で主導権を発揮できる。

2026 年初頭、日本国内外で AI の信頼性を揺

るがす出来事が相次いだ。2026 年 3 月、楽天

グループが「Rakuten AI 3.0」と称して発表した

生成 AI サービスは、実際には中国製オープンウ

ェイトモデルを利用していた可能性が報道で指

摘され、透明性の欠如が批判を呼んだ。企業が

「国産 AI」という言葉を安易に用いたことが、

業界全体の信用問題につながった。 

2026 年 2 月には、米 OpenAI が、中国関係者

が ChatGPTを選挙関連情報操作に利用しようと

試みていたことを公表した。個人名やアカウン

ト名は伏せられたものの、国家レベルの帰属を

公表した点は大きな波紋を呼んだ。一方、利用

者からすれば、政治的・地政学的理由で利用履

歴が公表されかねないという不安が生じ、AI 企

業が準監視機関のように振る舞うリスクが可視

化された。 

2026 年 4 月、国立情報学研究所（NII）は国

産 LLM「LLM-jp-4」を公開し、透明性の高いデ

ータ構築方針と、日本語理解・生成における高

い性能が大きな注目を集めた。米中の基盤モデ

ルに依存しない選択肢を持つことは経済安全保

障上の意義が大きく、自治体や企業が安心して

利用できる点でも期待を集めている。ただしこ

れは「世界市場で戦う基盤モデル」ではなく日

本語圏向けの高品質モデルであり、また、デー

タ・計算資源・研究予算・人材の量的限界とい

う根本課題は依然として残っている。 

これら三つの事例は、AI の信頼性・透明性・

主権をめぐる問題が、もはや国内だけで対処で

きるものではなく、国際協力の枠組みを含めて

再設計すべき段階に来ていることを示している。 

日本と ASEAN が共有する「AI 信頼性」の課題 

米中の巨大企業が基盤モデル開発で圧倒的に

先行する中、日本が正面から競争することは容

易ではない。研究予算や人材も分散しているた

め、単独で米中と同等の基盤モデルを育てるこ

とには構造的な制約が伴う。他方、行政・企業・

教育現場では自国語に強い、安全に使える LLM

を求める声が高まっている。データ・予算・人

材の課題の中、日本が自国の強みを生かしつつ

ASEAN やグローバルサウスと協力し、ローカル

言語に強く透明性の高いモデルを共同で育てる

という方向性は理にかなっている。 

実際、以下の散布図が示すように、日本は AI

エコシステムの成熟度では米国やシンガポール

に劣る一方、規制強度は比較的弱い位置にある。 

 

図 AI 開発力と規制強度の国際比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）Tortoise Global AI Index, Comparitech AI 

Legislation Index より筆者作成。 
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これは、日本が AI 開発において ASEAN 諸国

と同じく「フォロワー」としての課題を共有し

ていることを意味する。米国製 AI には自由主義

的価値観や欧米中心の歴史観が、中国製 AI には

政治的検閲や国家イデオロギーが組み込まれて

いる。多様な文化・宗教・歴史を持つ ASEAN 諸

国にとって、どちらの AI モデルもそのまま適用

することは望ましくない。さらに、米中双方か

ら自国モデルの採用を求める暗黙の圧力を受け、

各国は「二者択一」を迫られることに強い抵抗

感を持っている。 

 

日本が提示すべき五つの原則：非覇権型 AI 協

力の基盤 

筆者は、日本が ASEAN やグローバルサウス

と協力する際に提示すべき原則として、以下の

五点を提案する。これらは現在の日本政府の立

場と大きく矛盾するものではないが、AI 研究・

開発・利活用の潮流の中で、より明確に国際協

力を重視する方向性を示すものである。 

第一に、日本は中国製 AI の利用を禁止しな

い。重要なのは、各国がリスクを理解し、適切

な判断を行える環境を整えることである。

ASEAN 諸国は米中いずれかの選択を強いられ

ることを最も嫌うため、この姿勢は必須である。 

第二に、日本は Transformer 以外のアーキテ

クチャによる AI 研究も維持し、技術的多様性

を確保する。現状の主要 AI はほぼ同アーキテ

クチャに依拠しているが、これは技術的モノカ

ルチャーを招き、将来の革新を阻害しかねない。 

第三に、教育用 AI には特別な安全基準を設

ける。教科書は厳格に審査される一方、教育用

AI はほとんど審査されていない。文化・歴史・

宗教に敏感な ASEAN 諸国にとって、教育用

AI の安全性は最重要課題である。 

第四に、労働市場への影響は実データに基づ

いて評価する。AI は既にクリエイティブ職を中

心に影響を与えており、ASEAN 諸国でも産業

構造に応じたデータ収集が必要である。 

第五に、AI バイアスについての研究は米中か

ら独立して行う。ASEAN やグローバルサウス

の政策担当者の間では、米中 AI はいずれも文

化的・政治的バイアスを含むとの認識が強く、

第三極としての中立的評価が求められる。 

これら五つの原則は、日本が「AI の覇権争い」

ではなく、「AI の信頼性・透明性・文化的適合

性」を軸に国際協力を進めるための基盤となる。 

日本が ASEAN・グローバルサウスと進めるべき

協力チャネル 

日本は五原則を踏まえ、米国、中国、EU の

いずれかの方向性にただ追随するのではない、

地域の多様性に適合した非覇権型 AI 協力を進

めるべきである。その際には、  NII・NICT、

GPAI 東京センター、AI セーフティ・インステ

ィテュート（AISI）といった国内で確立された

研究・国際協力・安全性評価の基盤が活用可能

である。具体的には、以下のような取り組みの

チャネルが考えられる。 

第一に、日 ASEAN・AI 共創イニシアティブ

を活用し、汎用 LLM の外側に小型の監督 AI

を置く教育用 AI 監督システムを共同で設計す

る。 日本が蓄積してきた透明性確保の知見を応

用し、各国の教科書・教育課程に沿った文化適

合性チェックを技術的に実装する。 

第二に、フィジカル AI の外部安全層の国際

標準化を推進する。自動運転や産業ロボットな

ど物理的な入出力を持つ AI では、安全制御層

が不可欠である。日本の産業ロボティクス、安

全工学、品質管理文化はこの領域で世界的に強

みを持つ。AISI を中心に ASEAN 技術者との共

同研究・共同評価を進め、安全制御層に関する

国際標準化をアジア発で形成する。 

第三に、AI 調達・利用の制度基盤を共同で設

計する。透明性の高い AI 開発を進めることと

同時に、モデル内部の詳細開示を強制しない形

で、入出力の検証可能性、運用の透明性、事後

監査の仕組みを整備する。これによって、各国

が自国の文脈に合った AI 選択をできるように

なる。ここでは、米中いずれのモデルにも依存

しない「中立的評価軸」が欠かせず、日本が存

在感を示すことが期待される。 

第四に、労働市場への影響を分析するために、

影響を実データに基づいて評価する枠組みを構

築する。データ収集や実証分析で国際協力を進

めるとともに、既存の日本と OECD との共同研

究を拡張し、アジア独自の AI 暴露指標作成を

進める。 

第五に、米中の影響から独立した AI バイア

ス研究ネットワークを形成し、学術的中立性を

確保する。日本は AI の「頭脳」を作る競争で

はなく、AI の「良心」を作る競争で世界をリー

ドする。 

（いその いくも、くまがい さとる／開発

研究センター） 


